
１ 課の運営方針

２ 担当（係）の使命（果たす役割）

３ 課の経営資源

（１） 課の体制

人 うち 人 ・ 人 千円 千円

（２） 事業規模 ※R3職員平均給与（ 千円）ベース ※予算計上額

千円 千円 （正職員人件費を除く） 事業

会計年度
任用職員

（商工労働担当）　物価高騰の影響を受けた中小企業等への支援、商業・工業・中小企業等の振興、労働福祉の推進、労働福祉施設の管理運営
（企業立地推進室）　産業基盤の強化、企業立地の促進
（コンビナート脱炭素推進室）　周南コンビナート脱炭素化の推進、水素・木質バイオマス材の利活用推進

【課の使命】
２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けた取組など、将来の社会情勢や経済環境を見据え、商工業の振興及び雇用環境の向上を図ります。

【課の目標】
①周南コンビナート脱炭素化の推進
　２０５０年カーボンニュートラルの実現に向け、水素や木質バイオマス材の利活用による産業振興とともに、周南コンビナートの脱炭素化を推進します。
②物価高騰の影響を受けた中小企業等への支援の実施
　エネルギーや食料品価格等の物価高騰の影響を受けた中小企業等への支援として、金融対策や消費喚起対策に取り組みます。
③地域就労促進事業の推進
　女性や若者、高齢者など多様な就労機会の確保に向けた支援に取り組みます。
④企業立地推進事業の推進
　地域特性や優位性等の情報発信と優遇制度等による支援を基本に、関係機関との連携を密にして、新たな企業進出や既存企業の事業拡大等を促進します。

【行財政改革への取組み】
関係機関から情報収集等を行い、経済情勢や事業者ニーズに対応した事業の推進を図ります。

1,658,758 担当予算事業数 16歳入予算額 1,167,548 歳出予算額

令和５年度 課の運営方針書

職員数 正職員
会計年度
任用職員

正職員 78,133

7,103

4,315

産業振興部　商工振興課

14 11 3 人件費



産業振興部　商工振興課

４ 課の中期目標 （優先順）　第２次周南市まちづくり総合計画・後期基本計画に掲げられた基本施策を実現するための推進施策

7
６　産業・観光
３　商工業等の振興
１　産業基盤の強化

コンビナート企業の継続操業と新たな企業誘致のため、工業用水の低廉かつ安定的な供給に向
けた取組を進めます。

就業支援サイトの利用促進や支援体制の強化をはじめ、国の制度を活用した東京圏からの市内
就職の促進など多様な就労機会の確保を図り、女性や若者、高齢者などの地域就労に取り組み
ます。

6
６　産業・観光
４　雇用の充実
１　就労支援の充実

中小企業等の勤労者が安心して就労できるよう、各種融資制度の充実や退職金制度などの普
及を図ります。

６　産業・観光
３　商工業等の振興
２　企業立地の促進

地域特性や優位性等の情報発信と優遇制度等による支援を基本に、関係機関との連携を密に
して、新たな企業進出や既存企業の事業拡大等を促進します。

4

5
６　産業・観光
３　商工業等の振興
３　商業・サービス業等の振興

商工会議所・商工会が行う市内共通商品券事業への助成などを行い、商業やサービス業等の
振興を図ります。

3
６　産業・観光
４　雇用の充実
３　多様な雇用機会の創出

1

目標

８　環境共生
１　低炭素・循環型社会の実現
２　新エネルギーの利活用の推進

地域資源である「水素」や「木質バイオマス材」の利活用とともに、周南コンビナートの脱炭素化
に向けて、産学官・地域の連携により、産業競争力の維持・強化とカーボンニュートラルの両立を
推進します。

実現したい成果　（最終目標）推進施策

2
６　産業・観光
３　商工業等の振興
４　中小企業等の経営基盤強化

中小企業等が行う新型コロナウイルス感染症対策や物価高騰対策と経済回復に向けた取組を、
業界団体等と連携して支援します。また、商工会議所等と連携した経営課題の解決、市制度融
資の活用による資金繰りの円滑化などにより、中小企業等の振興を図ります。


